
別紙

Ⅰ．事業評価総括表 

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

1 地域活性化
若狭町社会教育施設維持運
営事業

若狭町 25,844,914 20,720,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額 備 考

2 地域活性化 文化振興施設維持運営事業 若狭町 24,796,371 24,113,000



Ⅱ．事業評価個表

来館者は27,346人となり目標を下回りましたが、新型コロナ感染症感染拡大予防のため、県内実施で
あった修学旅行が、今年度県外実施となったためであり、大人の来館者数は前年を上回りました。多く
の人に縄文に対する関心を広めるとともに、郷土の文化を広く啓発することができました。
引き続き、充実したサービスの提供をおこなうことで、来館者数の向上を図り、地域の活性化につなげ
ていきます。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

社会教育施設職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月））

人月 63 72 63
活動見込 人月 63 72 63
活動実績

交付金事業に関係する主要政
策・施策と目標

第二次若狭町総合計画（平成30年度～令和4年度）
　第3章　基本計画
　　第6部　自然・文化を後世へ継承するまちづくり
　　　　　　歴史資源を活用したまちづくり
　　　　　　②三方五湖の自然、文化遺産の活用

事業開始年度 令和４年度 事業終了年度 令和４年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 若狭町
交付金事業実施場所 若狭町鳥浜、市場

番号 措置名 交付金事業の名称
1 地域活性化 若狭町社会教育施設維持運営事業

交付金事業の概要

若狭三方縄文博物館の職員7名の人件費9ヶ月分。
当町の社会教育施設の維持運営に本補助金を充当することにより、施設の健全な維持運営に努めるとと
もに、地域福祉並びに住民サービスの向上と活性化、地域資源を活用することによる来訪者増加を図り
ます。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果
実績

定量的な成果目標 成果指標 単位 評価年度　令和４年度

縄文博物館の来館者
28,000人

縄文博物館の来館者数
（人/年）

達成度 ％ 97.6
評価年度の設定理由

－

交付金事業の定性的な成果及び評価

成果実績 人 27,346
目標値 人 28,000



うち文部科学省分
うち経済産業省分

（備考）
（１）
（２）
（３）

（４）
（５）

（６）

（７）

（８）

　交付金事業に関係する主要政策・施策と目標の欄は、当該事業が関連づけられている自治体の上位政策・施策とその

目標を記載すること。

　交付金事業の成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する主要政策・施策と目標を踏まえて定量的に記載す
ること。当該事業の定量的評価が困難な場合には、交付金事業の定性的な成果及び評価の欄に、定性的な成果及び評価

を記載すること。
　評価年度の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ、評価年度を記載し、当該評価年度を設定した
理由を評価年度の設定理由の欄に記載すること。
　なお、交付金事業の成果及び評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による評価実施時
期も考慮すること。
　成果実績の欄は評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし評価年度が到来していない場合
は、成果実績の欄は空欄とし、別途、報告を行うこと。
　なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の成果及び評価に第三者機関等を活用する場合には、当該機関等に
よる評価についても、併せて報告を行うこと。
　交付金事業の定性的な成果及び評価の欄は、上記（５）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評価の
記載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向けた改善点並びに成果及び評価に第三者機関

等を活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。
（９）

（10）
（11）
（12）

　事業ごとに作成すること。
　番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

　事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

　交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。
　交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

　成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄は、成果及び評価に第三者機関等を活用した場合にあっては、当

該機関等の名称及び構成員等を記載すること。

　交付金事業の担当課室は事業を実施した課室、交付金事業の評価課室は事業評価を実施した課室の名称を記載するこ

と。事業実施課室と評価実施課室が同一でも構わない。

6,720,000

68,560,000
50,240,000
18,320,000

18,500,000
3,300,000

17,740,000
8,300,000

14,000,000

交付金事業の総事業費等
総事業費
交付金充当額

令和２年度 令和３年度 令和４年度 備考
26,572,955 30,990,386 25,844,914 83,408,255
21,800,000 26,040,000 20,720,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
職員人件費

交付金事業の評価課室 若狭町総務課

雇用 職員 25,844,914
交付金事業の担当課室 若狭町歴史文化課



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

63
達成度 ％ 100.0 100.0 85.7

パレア若狭職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 45 45 54
活動見込 人月 45 45

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果
実績

定量的な成果目標 成果指標 単位 評価年度　令和４年度

自主・共催事業（コン
サートや講演等）　8回

自主・共催事業（コン
サートや講演等）の回
数 達成度 ％ 100.0

評価年度の設定理由

－

交付金事業の定性的な成果及び評価

成果実績 回 8
目標値 回 8

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業に関係する主要政
策・施策と目標

第二次若狭町総合計画（平成30年度～令和4年度）
　第3章　基本計画
　　第6部　自然・文化を後世へ継承するまちづくり
　　　　　　芸術、文化の振興
　　　　　　②芸術、文化活動の拡充

事業開始年度 令和４年度 事業終了年度 令和４年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 若狭町
交付金事業実施場所 若狭町市場、中央

交付金事業の概要
パレア若狭、リブラ若狭の職員6人の人件費9ヶ月分。
当町の文化振興施設の維持運営に本補助金を充当することにより、施設の健全な維持運営に努め、地域
住民や文化団体が利用しやすい環境を実現することによって、文化活動の振興と充実を図ります。

若狭町の文化・芸術振興の拠点であるパレア若狭において、年８回の自主・共催事業の開催や、図書館
での読み聞かせなどの開催で、質の高い文化サービスの提供と町民の文化振興に寄与することができま
した。今後も、自主・共催事業を開催することで、文化の振興を図るとともに、質の高い充実した文化
サービスの提供に努めていきます。

番号 措置名 交付金事業の名称
2 地域活性化 文化振興施設維持運営事業



うち文部科学省分
うち経済産業省分

（備考）

（11） 　交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
（12） 　交付金事業の担当課室は事業を実施した課室、交付金事業の評価課室は事業評価を実施した課室の名称を記載するこ

と。事業実施課室と評価実施課室が同一でも構わない。

（９） 　成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄は、成果及び評価に第三者機関等を活用した場合にあっては、当該

機関等の名称及び構成員等を記載すること。
（10） 　交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。

（７） 　成果実績の欄は評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし評価年度が到来していない場合は、
成果実績の欄は空欄とし、別途、報告を行うこと。
　なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の成果及び評価に第三者機関等を活用する場合には、当該機関等によ
る評価についても、併せて報告を行うこと。

（８） 　交付金事業の定性的な成果及び評価の欄は、上記（５）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評価の記
載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向けた改善点並びに成果及び評価に第三者機関等を

活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。

（５） 　交付金事業の成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する主要政策・施策と目標を踏まえて定量的に記載する
こと。当該事業の定量的評価が困難な場合には、交付金事業の定性的な成果及び評価の欄に、定性的な成果及び評価を記

載すること。
（６） 　評価年度の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ、評価年度を記載し、当該評価年度を設定した理

由を評価年度の設定理由の欄に記載すること。
　なお、交付金事業の成果及び評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による評価実施時期
も考慮すること。

（３） 　交付金事業に関係する主要政策・施策と目標の欄は、当該事業が関連づけられている自治体の上位政策・施策とその目

標を記載すること。
（４） 　事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

交付金事業の評価課室 若狭町総務課

（１） 　事業ごとに作成すること。
（２） 　番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

職員人件費 雇用 職員 24,796,371
交付金事業の担当課室 若狭町パレア文化課

3,415,000 5,000,000 7,888,000 16,303,000
交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 14,430,000 17,085,000 24,113,000 55,628,000
11,015,000 12,085,000 16,225,000 39,325,000

交付金事業の総事業費等 令和２年度 令和３年度 令和４年度 備考
総事業費 19,093,634 17,297,582 24,796,371 61,187,587



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表

成果実績 人 0
目標値 人 0

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果
実績

定量的な成果目標 成果指標 単位 評価年度　令和４年度

待機児童数　0人 待機児童数（人/年）

交付金事業に関係する主要政
策・施策と目標

第二次若狭町総合計画（平成30年度～令和4年度）
　第3章　基本計画
　　第4部　心豊かな感性を育むまちづくり
　　　　　　安心できる子育て環境づくり
　　　　　　①子育て・教育環境の充実

事業開始年度 令和４年度 事業終了年度 令和４年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 若狭町
交付金事業実施場所 若狭町井崎ほか6件

交付金事業の概要

若狭町内保育所（園）の保育士・調理員人件費（7保育所（園）・保育士42名、調理員7名）9ヶ月分。
当町の施設である保育所の維持運営に本補助金を充当することにより、保育士を充足し受け入れ態勢を
整備することで、子どもの支援や、親の支援としての効果的なサービスの実施、また保育サービスの情
報提供や保育の充実に努めます。

番号 措置名 交付金事業の名称
1 地域活性化 若狭町保育所維持運営事業

備 考

1 地域活性化 若狭町保育所維持運営事業 若狭町 182,952,683 152,000,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額



うち文部科学省分
うち経済産業省分

（備考）

（５） 　交付金事業の成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する主要政策・施策と目標を踏まえて定量的に記載する
こと。当該事業の定量的評価が困難な場合には、交付金事業の定性的な成果及び評価の欄に、定性的な成果及び評価を記

載すること。
（６） 　評価年度の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ、評価年度を記載し、当該評価年度を設定した理

由を評価年度の設定理由の欄に記載すること。
　なお、交付金事業の成果及び評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による評価実施時期
も考慮すること。

（３） 　交付金事業に関係する主要政策・施策と目標の欄は、当該事業が関連づけられている自治体の上位政策・施策とその目

標を記載すること。
（４） 　事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

交付金事業の評価課室 若狭町総務課

（１） 　事業ごとに作成すること。
（２） 　番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

職員人件費 雇用 保育士、調理員 182,952,683
交付金事業の担当課室 若狭町子育て支援課

147,374,000 146,792,000 152,000,000 446,166,000
交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金充当額 147,374,000 146,792,000 152,000,000 446,166,000

交付金事業の総事業費等 令和２年度 令和３年度 令和４年度 備考
総事業費 156,183,052 152,990,639 182,952,683 492,126,374

441
達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

保育所（園）職員雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 414 405 441
活動見込 人月 414 405

待機児童0人を維持することができ、保育サービスの充実を図ることができました。
引き続き、待機児童0人を維持し、充実した保育サービスの提供に努めていきます。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

達成度 ％ 100.0
評価年度の設定理由

－

交付金事業の定性的な成果及び評価

交付金事業の成果目標及び成果
実績

待機児童数　0人 待機児童数（人/年）



（11） 　交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
（12） 　交付金事業の担当課室は事業を実施した課室、交付金事業の評価課室は事業評価を実施した課室の名称を記載するこ

と。事業実施課室と評価実施課室が同一でも構わない。

（９） 　成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄は、成果及び評価に第三者機関等を活用した場合にあっては、当該

機関等の名称及び構成員等を記載すること。
（10） 　交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。

（７） 　成果実績の欄は評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし評価年度が到来していない場合は、
成果実績の欄は空欄とし、別途、報告を行うこと。
　なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の成果及び評価に第三者機関等を活用する場合には、当該機関等によ
る評価についても、併せて報告を行うこと。

（８） 　交付金事業の定性的な成果及び評価の欄は、上記（５）の定量的評価が困難な場合における定性的な成果及び評価の記
載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向けた改善点並びに成果及び評価に第三者機関等を

活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。

　評価年度の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ、評価年度を記載し、当該評価年度を設定した理
由を評価年度の設定理由の欄に記載すること。
　なお、交付金事業の成果及び評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による評価実施時期
も考慮すること。














